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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　超音波素子アレイと、第１の端辺側に設けられる第１の第１端辺側端子～第ｎ（ｎは２
以上の整数）の第１端辺側端子と、前記第１の端辺に対向する第２の端辺側に設けられる
第１の第２端辺側端子～第ｎの第２端辺側端子とを有する超音波トランスデューサーデバ
イスと、
　前記第１の第１端辺側端子～前記第ｎの第１端辺側端子に対して、第１の駆動信号を出
力する第１の送信回路と、
　前記第１の第２端辺側端子～前記第ｎの第２端辺側端子に対して、第２の駆動信号を出
力する第２の送信回路とを含み、
　前記第１の駆動信号及び前記第２の駆動信号の少なくとも一方の振幅を可変に設定する
ことを特徴とする超音波測定装置。
【請求項２】
　請求項１において、
　前記第１の送信回路及び前記第２の送信回路の少なくとも一方により、前記第１の駆動
信号の振幅と前記第２の駆動信号の振幅との差を変化させることで、前記超音波トランス
デューサーデバイスから出射される超音波のビームのスキャン方向に沿った面であるスキ
ャン面の設定位置を変化させることを特徴とする超音波測定装置。
【請求項３】
　請求項２において、
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　前記第１の送信回路及び前記第２の送信回路の少なくとも一方は、
　前記第１の駆動信号の振幅を前記第２の駆動信号の振幅より大きくすることで、前記ス
キャン面を第１の設定位置に設定し、
　前記第１の駆動信号の振幅を前記第２の駆動信号の振幅より小さくすることで、前記ス
キャン面を、前記第１の設定位置とは異なる第２の設定位置に設定することを特徴とする
超音波測定装置。
【請求項４】
　請求項３において、
　前記第１の送信回路及び前記第２の送信回路の少なくとも一方は、
　前記第１の駆動信号の振幅と前記第２の駆動信号の振幅とを同一にすることで、前記ス
キャン面を前記第１の設定位置と前記第２の設定位置との間の第３の設定位置に設定する
ことを特徴とする超音波測定装置。
【請求項５】
　請求項１乃至４のいずれかにおいて、
　前記第１の送信回路は、位相走査を行うための前記第１の駆動信号を出力し、
　前記第２の送信回路は、前記位相走査を行うための前記第２の駆動信号を出力すること
を特徴とする超音波測定装置。
【請求項６】
　請求項１乃至４のいずれかにおいて、
　前記第１の送信回路は、リニアスキャンを行うための前記第１の駆動信号を出力し、
　前記第２の送信回路は、前記リニアスキャンを行うための前記第２の駆動信号を出力す
ることを特徴とする超音波測定装置。
【請求項７】
　請求項１乃至６のいずれかにおいて、
　前記第１の第１端辺側端子～前記第ｎの第１端辺側端子に接続される第１のフレキシブ
ル基板と、
　前記第１の第２端辺側端子～前記第ｎの第２端辺側端子に接続される第２のフレキシブ
ル基板とを含み、
　前記第１の送信回路は、前記第１のフレキシブル基板に実装され、
　前記第２の送信回路は、前記第２のフレキシブル基板に実装されることを特徴とする超
音波測定装置。
【請求項８】
　請求項１乃至７のいずれかにおいて、
　前記超音波素子アレイは、
　第１の方向に沿って配置される第１の超音波素子群～第ｎの超音波素子群を有し、
　前記第１の超音波素子群～前記第ｎの超音波素子群のうちの第ｊ（ｊは１≦ｊ≦ｎであ
る整数）の超音波素子群の第１端辺側ノードは、前記第１の第１端辺側端子～前記第ｎの
第１端辺側端子のうちの第ｊの第１端辺側端子に接続され、
　前記第ｊの超音波素子群の第２端辺側ノードは、前記第１の第２端辺側端子～前記第ｎ
の第２端辺側端子のうちの第ｊの第２端辺側端子に接続され、
　前記第ｊの超音波素子群は、
　複数の超音波素子と、
　前記第１の方向に交差する第２の方向に沿って配線され、一端が前記第１端辺側ノード
に接続され、他端が前記第２端辺側ノードに接続される駆動電極線とを有し、
　前記第ｊの超音波素子群の前記複数の超音波素子がそれぞれ有する第１の電極は、前記
駆動電極線に接続されることを特徴とする超音波測定装置。
【請求項９】
　請求項８において、
　コモン電圧を出力するコモン電圧生成回路を含み、
　前記超音波トランスデューサーデバイスは、
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　第１のコモン電圧端子～第ｍ（ｍは２以上の整数）のコモン電圧端子を有し、
　前記超音波素子アレイは、
　前記第１の方向に沿って配線され、前記第１のコモン電圧端子～前記第ｍのコモン電圧
端子に接続される第１のコモン電極線～第ｍのコモン電極線を有し、
　前記第ｊの超音波素子群の前記複数の超音波素子がそれぞれ有する第２の電極は、前記
第１のコモン電極線～前記第ｍのコモン電極線のうちのいずれかに接続され、
　前記コモン電圧生成回路は、
　前記第１のコモン電圧端子～前記第ｍのコモン電圧端子に対して、互いに異なる電圧の
前記コモン電圧を出力することを特徴とする超音波測定装置。
【請求項１０】
　請求項８又は９において、
　前記超音波トランスデューサーデバイスは、
　複数の開口がアレイ状に配置された基板を有し、
　前記第ｊの超音波素子群が有する前記複数の超音波素子の各超音波素子は、前記複数の
開口の各開口ごとに設けられ、
　前記複数の超音波素子の各超音波素子は、
　前記開口を塞ぐ振動膜と、
　前記振動膜の上に設けられる圧電素子部とを有し、
　前記圧電素子部は、
　前記振動膜の上に設けられる下部電極と、
　前記下部電極の少なくとも一部を覆うように設けられる圧電体膜と、
　前記圧電体膜の少なくとも一部を覆うように設けられる上部電極とを有し、
　前記第１の電極は、前記上部電極及び前記下部電極のいずれか一方であることを特徴と
する超音波測定装置。
【請求項１１】
　請求項１乃至１０のいずれかに記載の超音波測定装置を含むことを特徴とするプローブ
ヘッド。
【請求項１２】
　請求項１１に記載のプローブヘッドと、
　前記超音波測定装置からの信号を処理する処理装置とを含むことを特徴とする超音波プ
ローブ。
【請求項１３】
　請求項１２に記載の超音波プローブを含むことを特徴とする電子機器。
【請求項１４】
　請求項１３に記載の超音波プローブと、
　表示用画像データを表示する表示部とを含むことを特徴とする超音波診断装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、超音波測定装置、プローブヘッド、超音波プローブ、電子機器及び超音波診
断装置等に関する。
【背景技術】
【０００２】
　対象物に向けて超音波を照射し、対象物内部における音響インピーダンスの異なる界面
からの反射波を受信するための装置として、例えば人体の内部を検査するための超音波診
断装置が知られている。超音波診断装置に用いられる超音波装置（超音波プローブ）とし
て、特許文献１には圧電素子をマトリックスアレイ状に配列し、行・列毎に配線を設ける
ことで行方向及び列方向にビームを走査する手法が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
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【０００３】
【特許文献１】特開２００６－６１２５２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、特許文献１で開示されている手法では、列方向の信号遅延に合わせて行
方向の遅延を制御することなどが必要となり、信号生成回路の回路規模が大きくなるなど
の問題がある。
【０００５】
　本発明の幾つかの態様によれば、簡素な構成で効率的な走査ができる超音波測定装置、
プローブヘッド、超音波プローブ、電子機器及び超音波診断装置等を提供できる。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の一態様は、超音波素子アレイと、第１の端辺側に設けられる第１の第１端辺側
端子～第ｎ（ｎは２以上の整数）の第１端辺側端子と、前記第１の端辺に対向する第２の
端辺側に設けられる第１の第２端辺側端子～第ｎの第２端辺側端子とを有する超音波トラ
ンスデューサーデバイスと、前記第１の第１端辺側端子～前記第ｎの第１端辺側端子に対
して、第１の駆動信号を出力する第１の送信回路と、前記第１の第２端辺側端子～前記第
ｎの第２端辺側端子に対して、第２の駆動信号を出力する第２の送信回路とを含み、前記
第１の駆動信号及び前記第２の駆動信号の少なくとも一方の振幅を可変に設定する超音波
測定装置に関係する。
【０００７】
　本発明の一態様によれば、第１、第２の送信回路により、第１の駆動信号及び第２の駆
動信号の少なくとも一方の振幅が可変に設定されるから、超音波トランスデューサーデバ
イスから出射される超音波の強度分布のピーク位置を変化させることができる。その結果
、簡素な構成で効率的な走査ができる超音波測定装置を実現することなどが可能になる。
【０００８】
　また本発明の一態様では、前記第１の送信回路及び前記第２の送信回路の少なくとも一
方により、前記第１の駆動信号の振幅と前記第２の駆動信号の振幅との差を変化させるこ
とで、前記超音波トランスデューサーデバイスから出射される超音波のビームのスキャン
方向に沿った面であるスキャン面の設定位置を変化させてもよい。
【０００９】
　このようにすれば、第１、第２の送信回路により、スキャン面の設定位置を変化させる
ことができるから、例えばスライス方向に沿って複数のスキャン面を設定して、各スキャ
ン面に沿って超音波ビームを走査することにより、複数の断面画像を得ることなどができ
る。その結果、簡素な構成で効率的な走査ができる超音波測定装置を実現することなどが
可能になる。
【００１０】
　また本発明の一態様では、前記第１の送信回路及び前記第２の送信回路の少なくとも一
方は、前記第１の駆動信号の振幅を前記第２の駆動信号の振幅より大きくすることで、前
記スキャン面を第１の設定位置に設定し、前記第１の駆動信号の振幅を前記第２の駆動信
号の振幅より小さくすることで、前記スキャン面を、前記第１の設定位置とは異なる第２
の設定位置に設定してもよい。
【００１１】
　このようにすれば、第１、第２の送信回路により、スキャン面を第１の設定位置又は第
２の設定位置に設定することができるから、所望の位置にスキャン面を設定して、超音波
ビームを走査することができる。
【００１２】
　また本発明の一態様では、前記第１の送信回路及び前記第２の送信回路の少なくとも一
方は、前記第１の駆動信号の振幅と前記第２の駆動信号の振幅とを同一にすることで、前
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記スキャン面を前記第１の設定位置と前記第２の設定位置との間の第３の設定位置に設定
してもよい。
【００１３】
　このようにすれば、第１、第２の送信回路により、スキャン面を第１の設定位置と第２
の設定位置との間に設定することができるから、所望の位置にスキャン面を設定して、超
音波ビームを走査することができる。
【００１４】
　また本発明の一態様では、前記第１の送信回路は、位相走査を行うための前記第１の駆
動信号を出力し、前記第２の送信回路は、前記位相走査を行うための前記第２の駆動信号
を出力してもよい。
【００１５】
　このようにすれば、所望の位置にスキャン面を設定して、設定されたスキャン面に沿っ
て、位相走査により超音波ビームを走査することができる。
【００１６】
　また本発明の一態様では、前記第１の送信回路は、リニアスキャンを行うための前記第
１の駆動信号を出力し、前記第２の送信回路は、前記リニアスキャンを行うための前記第
２の駆動信号を出力してもよい。
【００１７】
　このようにすれば、所望の位置にスキャン面を設定して、設定されたスキャン面に沿っ
て、リニアスキャンにより超音波ビームを走査することができる。
【００１８】
　また本発明の一態様では、前記第１の第１端辺側端子～前記第ｎの第１端辺側端子に接
続される第１のフレキシブル基板と、前記第１の第２端辺側端子～前記第ｎの第２端辺側
端子に接続される第２のフレキシブル基板とを含み、前記第１の送信回路は、前記第１の
フレキシブル基板に実装され、前記第２の送信回路は、前記第２のフレキシブル基板に実
装されてもよい。
【００１９】
　このようにすれば、第１、第２の送信回路の実装スペースを縮小することができる。ま
た、第１、第２のフレキシブル基板を屈曲させて実装することができる。その結果、超音
波測定装置を小型化することなどが可能になる。
【００２０】
　また本発明の一態様では、前記超音波素子アレイは、第１の方向に沿って配置される第
１の超音波素子群～第ｎの超音波素子群を有し、前記第１の超音波素子群～前記第ｎの超
音波素子群のうちの第ｊ（ｊは１≦ｊ≦ｎである整数）の超音波素子群の第１端辺側ノー
ドは、前記第１の第１端辺側端子～前記第ｎの第１端辺側端子のうちの第ｊの第１端辺側
端子に接続され、前記第ｊの超音波素子群の第２端辺側ノードは、前記第１の第２端辺側
端子～前記第ｎの第２端辺側端子のうちの第ｊの第２端辺側端子に接続され、前記第ｊの
超音波素子群は、複数の超音波素子と、前記第１の方向に交差する第２の方向に沿って配
線され、一端が前記第１端辺側ノードに接続され、他端が前記第２端辺側ノードに接続さ
れる駆動電極線とを有し、前記第ｊの超音波素子群の前記複数の超音波素子がそれぞれ有
する第１の電極は、前記駆動電極線に接続されてもよい。
【００２１】
　このようにすれば、第ｊの超音波素子群の複数の超音波素子は、第ｊの第１端辺側端子
に入力される第１の駆動信号と、第ｊの第２端辺側端子に入力される第２の駆動信号とに
よって駆動されることができる。
【００２２】
　また本発明の一態様では、コモン電圧を出力するコモン電圧生成回路を含み、前記超音
波トランスデューサーデバイスは、第１のコモン電圧端子～第ｍ（ｍは２以上の整数）の
コモン電圧端子を有し、前記超音波素子アレイは、前記第１の方向に沿って配線され、前
記第１のコモン電圧端子～前記第ｍのコモン電圧端子に接続される第１のコモン電極線～
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第ｍのコモン電極線を有し、前記第ｊの超音波素子群の前記複数の超音波素子がそれぞれ
有する第２の電極は、前記第１のコモン電極線～前記第ｍのコモン電極線のうちのいずれ
かに接続され、前記コモン電圧生成回路は、前記第１のコモン電圧端子～前記第ｍのコモ
ン電圧端子に対して、互いに異なる電圧の前記コモン電圧を出力してもよい。
【００２３】
　このようにすれば、コモン電圧生成回路により、互いに異なる電圧のコモン電圧を供給
することで、スキャン面の設定位置を変化させることができる。その結果、スキャン面の
設定位置をより広い範囲で可変に設定することが可能になる。
【００２４】
　また本発明の一態様では、前記超音波トランスデューサーデバイスは、複数の開口がア
レイ状に配置された基板を有し、前記第ｊの超音波素子群が有する前記複数の超音波素子
の各超音波素子は、前記複数の開口の各開口ごとに設けられ、前記複数の超音波素子の各
超音波素子は、前記開口を塞ぐ振動膜と、前記振動膜の上に設けられる圧電素子部とを有
し、前記圧電素子部は、前記振動膜の上に設けられる下部電極と、前記下部電極の少なく
とも一部を覆うように設けられる圧電体膜と、前記圧電体膜の少なくとも一部を覆うよう
に設けられる上部電極とを有し、前記第１の電極は、前記上部電極及び前記下部電極のい
ずれか一方であってもよい。
【００２５】
　このようにすれば、超音波素子は、上部電極及び下部電極のいずれか一方に第１の駆動
信号と第２の駆動信号とが供給されることで、第１、第２の駆動信号により圧電体膜が伸
縮し、振動膜が振動することで超音波を出射することができる。
【００２６】
　本発明の他の態様は、上記いずれかに記載の超音波測定装置を含むプローブヘッドに関
係する。
【００２７】
　本発明の他の態様は、上記に記載のプローブヘッドと、前記超音波測定装置からの信号
を処理する処理装置とを含む超音波プローブに関係する。
【００２８】
　本発明の他の態様は、上記に記載の超音波プローブを含む電子機器に関係する。
【００２９】
　本発明の他の態様は、上記に記載の超音波プローブと、表示用画像データを表示する表
示部とを含む超音波診断装置に関係する。
【図面の簡単な説明】
【００３０】
【図１】図１（Ａ）、図１（Ｂ）は、超音波トランスデューサー素子の基本的な構成例。
【図２】超音波測定装置の第１の構成例。
【図３】図３（Ａ）、図３（Ｂ）は、第ｊの超音波素子群の構成例。
【図４】位相走査を説明する図。
【図５】位相走査の場合の超音波の強度分布を説明する第１の図。
【図６】位相走査の場合の超音波の強度分布を説明する第２の図。
【図７】位相走査の場合の超音波の強度分布を説明する第３の図。
【図８】リニアスキャンの場合の超音波の強度分布を説明する図。
【図９】第１、第２の送信回路の第１の構成例。
【図１０】第１、第２の送信回路の第２の構成例。
【図１１】超音波測定装置の第２の構成例。
【図１２】超音波素子に印加される電圧と超音波素子の変位量との関係の一例。
【図１３】超音波測定装置の実装例。
【図１４】電子機器（超音波診断装置）の基本的な構成例。
【図１５】図１５（Ａ）、図１５（Ｂ）は、超音波診断装置の具体的な構成例。図１５（
Ｃ）は、超音波プローブの具体的な構成例。
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【発明を実施するための形態】
【００３１】
　以下、本発明の好適な実施の形態について詳細に説明する。なお以下に説明する本実施
形態は特許請求の範囲に記載された本発明の内容を不当に限定するものではなく、本実施
形態で説明される構成の全てが本発明の解決手段として必須であるとは限らない。
【００３２】
　１．超音波トランスデューサー素子
　図１（Ａ）、図１（Ｂ）に本実施形態の超音波測定装置が有する超音波トランスデュー
サー素子（薄膜圧電型超音波トランスデューサー素子）１０の基本的な構成例を示す。本
実施形態の超音波トランスデューサー素子１０は、振動膜（メンブレン、支持部材）４２
と、圧電素子部とを有する。圧電素子部は、下部電極（第１電極層）２１、圧電体膜（圧
電体層）３０、上部電極（第２電極層）２２を有する。なお、本実施形態の超音波素子１
０は図１（Ａ）、図１（Ｂ）の構成に限定されず、その構成要素の一部を省略したり、他
の構成要素に置き換えたり、他の構成要素を追加するなどの種々の変形実施が可能である
。
【００３３】
　なお、以下の説明では、超音波トランスデューサー素子１０を「超音波素子１０」とも
呼ぶ。
【００３４】
　図１（Ａ）は、基板（シリコン基板）６０に形成された超音波素子１０の、素子形成面
側の基板に垂直な方向から見た平面図である。図１（Ｂ）は、図１（Ａ）のＡ－Ａ’に沿
った断面を示す断面図である。
【００３５】
　第１電極層２１は、振動膜４２の上層に例えば金属薄膜で形成される。この第１電極層
２１は、図１（Ａ）に示すように素子形成領域の外側へ延長され、隣接する超音波素子１
０に接続される配線であってもよい。
【００３６】
　圧電体膜３０は、例えばＰＺＴ（ジルコン酸チタン酸鉛）薄膜により形成され、第１電
極層２１の少なくとも一部を覆うように設けられる。なお、圧電体膜３０の材料は、ＰＺ
Ｔに限定されるものではなく、例えばチタン酸鉛（ＰｂＴｉＯ３）、ジルコン酸鉛（Ｐｂ
ＺｒＯ３）、チタン酸鉛ランタン（（Ｐｂ、Ｌａ）ＴｉＯ３）などを用いてもよい。
【００３７】
　第２電極層２２は、例えば金属薄膜で形成され、圧電体膜３０の少なくとも一部を覆う
ように設けられる。この第２電極層２２は、図１（Ａ）に示すように素子形成領域の外側
へ延長され、隣接する超音波素子１０に接続される配線であってもよい。
【００３８】
　振動膜（メンブレン）４２は、例えばＳｉＯ２薄膜とＺｒＯ２薄膜との２層構造により
開口４５を塞ぐように設けられる。この振動膜４２は、圧電体膜３０及び第１、第２電極
層２１、２２を支持すると共に、圧電体膜３０の伸縮に従って振動し、超音波を発生させ
ることができる。
【００３９】
　開口４５は、基板６０に配置される。開口４５による空洞領域４０は、基板６０の裏面
（素子が形成されない面）側から反応性イオンエッチング（ＲＩＥ）等によりエッチング
することで形成される。
【００４０】
　超音波素子１０の下部電極は、第１電極層２１により形成され、上部電極は、第２電極
層２２により形成される。具体的には、第１電極層２１のうちの圧電体膜３０に覆われた
部分が下部電極を形成し、第２電極層２２のうちの圧電体膜３０を覆う部分が上部電極を
形成する。即ち、圧電体膜３０は、下部電極と上部電極に挟まれて設けられる。
【００４１】
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　圧電体膜３０は、下部電極と上部電極との間、即ち第１電極層２１と第２電極層２２と
の間に電圧が印加されることで、面内方向に伸縮する。超音波素子１０は、薄手の圧電素
子部と振動膜４２を貼り合わせたモノモルフ（ユニモルフ）構造を用いており、圧電素子
部が面内で伸び縮みすると貼り合わせた振動膜４２の寸法はそのままであるため反りが生
じる。従って、圧電体膜３０に交流電圧を印加することで、振動膜４２が膜厚方向に対し
て振動し、この振動膜４２の振動により超音波が放射される。圧電体膜３０に印加される
電圧は、例えば１０～３０Ｖであり、周波数は例えば１～１０ＭＨｚである。
【００４２】
　バルクの超音波素子の駆動電圧がピークからピークで１００Ｖ程度であるのに対して、
図１（Ａ）、図１（Ｂ）に示すような薄膜圧電型超音波素子１０では、駆動電圧をピーク
からピークで１０～３０Ｖ程度に小さくすることができる。
【００４３】
　超音波素子１０は、出射された超音波が対象物で反射されて戻ってくる超音波エコーを
受信する受信素子としても動作する。超音波エコーにより振動膜４２が振動し、この振動
によって圧電体膜３０に圧力が加わり、下部電極と上部電極との間に電圧が発生する。こ
の電圧を受信信号として取り出すことができる。
【００４４】
　２．超音波測定装置
　図２に、本実施形態の超音波測定装置３０１の第１の構成例を示す。超音波測定装置３
０１は、超音波トランスデューサーデバイス２００、第１の送信回路５１０及び第２の送
信回路５２０を含む。超音波トランスデューサーデバイス２００は、複数の開口４５がア
レイ状に配置された基板６０、超音波素子アレイ１００、第１～第ｎ（ｎは２以上の整数
）の第１端辺側端子ＸＡ１～ＸＡｎ、第１～第ｎの第２端辺側端子ＸＢ１～ＸＢｎ及びコ
モン電圧端子ＣＯＭを含む。なお、本実施形態の超音波測定装置３０１は図２の構成に限
定されず、その構成要素の一部を省略したり、他の構成要素に置き換えたり、他の構成要
素を追加するなどの種々の変形実施が可能である。
【００４５】
　超音波素子アレイ１００は、第１の方向Ｄ１に沿って配置される第１～第ｎの超音波素
子群（超音波トランスデューサー素子群）ＵＧ１～ＵＧｎと、第１の方向Ｄ１に沿って配
線され、コモン電圧端子ＣＯＭに共通接続される第１～第ｍ（ｍは２以上の整数）のコモ
ン電極線ＬＹ１～ＬＹｍとを有する。図２では、例としてｍ＝８の場合を示す。
【００４６】
　第１～第ｎの超音波素子群ＵＧ１～ＵＧｎの各超音波素子群は、複数の超音波素子１０
及び第１の方向Ｄ１に交差する第２の方向Ｄ２に沿って配線される駆動電極線ＬＸを有す
る。駆動電極線ＬＸの一端は第１端辺側ノードＮＡに接続され、他端は第２端辺側ノード
ＮＢに接続される。なお、超音波素子群ＵＧ１～ＵＧｎの構成例については、後述する。
【００４７】
　第１～第ｎの超音波素子群ＵＧ１～ＵＧｎのうちの第ｊ（ｊは１≦ｊ≦ｎである整数）
の超音波素子群ＵＧｊの第１端辺側ノードＮＡは、第１～第ｎの第１端辺側端子ＸＡ１～
ＸＡｎのうちの第ｊの第１端辺側端子ＸＡｊに接続される。また、第ｊの超音波素子群Ｕ
Ｇｊの第２端辺側ノードＮＢは、第１～第ｎの第２端辺側端子ＸＢ１～ＸＢｎのうちの第
ｊの第２端辺側端子ＸＢｊに接続される。
【００４８】
　第１の送信回路５１０は、第１～第ｎの第１端辺側端子ＸＡ１～ＸＡｎに対して、第１
の駆動信号ＶＴＡ１～ＶＴＡｎを出力する。第２の送信回路５２０は、第１～第ｎの第２
端辺側端子ＸＢ１～ＸＢｎに対して、第２の駆動信号ＶＴＢ１～ＶＴＢｎを出力する。ま
た、コモン電圧端子ＣＯＭには、コモン電圧ＶＣＯＭが供給される。このコモン電圧ＶＣ
ＯＭは一定の直流電圧であればよく、０Ｖ即ちグランド電位（接地電位）でなくてもよい
。
【００４９】
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　第１の送信回路５１０は、位相走査（セクタースキャン）を行うための第１の駆動信号
ＶＴＡ１～ＶＴＡｎを出力し、第２の送信回路５２０は、位相走査を行うための第２の駆
動信号ＶＴＢ１～ＶＴＢｎを出力することができる。また、第１の送信回路５１０は、リ
ニアスキャンを行うための第１の駆動信号ＶＴＡ１～ＶＴＡｎを出力し、第２の送信回路
５２０は、リニアスキャンを行うための第２の駆動信号ＶＴＢ１～ＶＴＢｎを出力するこ
ともできる。位相走査及びリニアスキャンについては、後で詳細に説明する。
【００５０】
　本実施形態の超音波測定装置３０１は、第１の駆動信号ＶＴＡ１～ＶＴＡｎ及び第２の
駆動信号ＶＴＢ１～ＶＴＢｎの少なくとも一方の振幅を可変に設定することができる。具
体的には、第１の送信回路５１０が第１の駆動信号ＶＴＡ１～ＶＴＡｎの振幅を制御する
第１の振幅制御を行い、第２の送信回路５２０が第２の駆動信号ＶＴＢ１～ＶＴＢｎの振
幅を制御する第２の振幅制御を行う。そして第１、第２の振幅制御の少なくとも一方によ
り、第１の駆動信号ＶＴＡ１～ＶＴＡｎ及び第２の駆動信号ＶＴＢ１～ＶＴＢｎの少なく
とも一方の振幅を可変に設定することができる。
【００５１】
　本実施形態の超音波測定装置３０１は、第１の送信回路５１０及び第２の送信回路５２
０の少なくとも一方の送信回路の振幅制御により、第１の駆動信号ＶＴＡ１～ＶＴＡｎの
振幅と第２の駆動信号ＶＴＢ１～ＶＴＢｎの振幅との差を変化させることで、超音波トラ
ンスデューサーデバイス２００から出射される超音波のビームのスキャン方向（例えば図
２では第１の方向Ｄ１）に沿った面であるスキャン面の設定位置を変化させることができ
る。スキャン面の設定位置とは、例えば図２の第１の方向Ｄ１（スキャン方向）をＸ座標
方向とし、第２の方向Ｄ２をＹ座標方向とした場合に、スキャン面のＹ座標位置である。
即ち、スキャン面の設定位置は、スキャン面のＹ座標で表すことができる。なお、第１の
駆動信号ＶＴＡ１～ＶＴＡｎの振幅及び第２の駆動信号ＶＴＢ１～ＶＴＢｎの振幅と、ス
キャン面の設定位置との関係については、後で詳細に説明する。
【００５２】
　図３（Ａ）、図３（Ｂ）に、第ｊの超音波素子群ＵＧｊの構成例を示す。図３（Ａ）に
示す超音波素子群ＵＧｊは、第２の方向Ｄ２に沿って配置される８個（広義にはｍ個）の
超音波素子１０－１～１０－８及び第２の方向Ｄ２に沿って配線される駆動電極線ＬＸを
含む。なお、８個の超音波素子１０－１～１０－８及び駆動電極線ＬＸをまとめて１つの
「超音波素子列ＵＣ」と呼ぶこともできる。即ち、図３（Ａ）に示す超音波素子群ＵＧｊ
は、１つの超音波素子列ＵＣを含む。
【００５３】
　各超音波素子１０の第１の電極は駆動電極線ＬＸに接続され、第２の電極は第１～第８
（広義には第１～第ｍ）のコモン電極線ＬＹ１～ＬＹ８のうちの対応するコモン電極線に
接続される。例えば、８個の超音波素子１０－１～１０－８のうちの第１の超音波素子１
０－１の第１の電極は駆動電極線ＬＸに接続され、第２の電極は第１のコモン電極線ＬＹ
１に接続される。また、第４の超音波素子１０－４の第１の電極は駆動電極線ＬＸに接続
され、第２の電極は第４のコモン電極線ＬＹ４に接続される。
【００５４】
　駆動電極線ＬＸの一端は第１端辺側ノードＮＡに接続され、他端は第２端辺側ノードＮ
Ｂに接続される。そして第１端辺側ノードＮＡは、第ｊの第１端辺側端子ＸＡｊに接続さ
れ、第２端辺側ノードＮＢは、第ｊの第２端辺側端子ＸＢｊに接続される。
【００５５】
　図３（Ｂ）に示す超音波素子群ＵＧｊは、第１の方向Ｄ１に沿って配置される３つの超
音波素子列ＵＣ１～ＵＣ３を含む。超音波素子列ＵＣ１～ＵＣ３の各々は、第２の方向Ｄ
２に沿って配置される８個（広義にはｍ個）の超音波素子１０－１～１０－８を含む。ま
た、超音波素子列ＵＣ１～ＵＣ３は、第２の方向Ｄ２に沿って配線される駆動電極線ＬＸ
１～ＬＸ３をさらに含む。
【００５６】
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　各超音波素子１０の第１の電極は駆動電極線ＬＸ１～ＬＸ３の対応する駆動電極線に接
続され、第２の電極は第１～第ｍのコモン電極線ＬＹ１～ＬＹｍのうちの対応するコモン
電極線に接続される。例えば、第１の超音波素子列ＵＣ１の第１の超音波素子１０－１の
第１の電極は第１の駆動電極線ＬＸ１に接続され、第２の電極は第１のコモン電極線ＬＹ
１に接続される。また、第３の超音波素子列ＵＣ３の第４の超音波素子１０－４の第１の
電極は第３の駆動電極線ＬＸ３に接続され、第２の電極は第４のコモン電極線ＬＹ４に接
続される。
【００５７】
　駆動電極線ＬＸ１～ＬＸ３の各々の一端は第１端辺側ノードＮＡに接続され、他端は第
２端辺側ノードＮＢに接続される。そして第１端辺側ノードＮＡは、第ｊの第１端辺側端
子ＸＡｊに接続され、第２端辺側ノードＮＢは、第ｊの第２端辺側端子ＸＢｊに接続され
る。
【００５８】
　なお、超音波素子群ＵＧｊが含む超音波素子列ＵＣの個数は、図３（Ａ）、図３（Ｂ）
に示したものに限定されず、２であってもよいし、４以上であってもよい。また、超音波
素子群ＵＧｊが複数の超音波素子列ＵＣを含む場合に、各超音波素子列ＵＣが有する超音
波素子の個数は同一でなくてもよい。
【００５９】
　このように、本実施形態の超音波素子群ＵＧは、複数の超音波素子１０と、第２の方向
Ｄ２に沿って配線され、一端が第１端辺側ノードＮＡに接続され、他端が第２端辺側ノー
ドＮＢに接続される１又は複数の駆動電極線ＬＸとを有する。そして超音波素子群ＵＧの
複数の超音波素子１０がそれぞれ有する第１の電極は１又は複数の駆動電極線ＬＸのいず
れかに接続され、第２の電極は第１～第ｍのコモン電極線ＬＹ１～ＬＹｍのいずれかに接
続される。超音波素子１０の第１の電極は、例えば図１（Ａ）、図１（Ｂ）に示した上部
電極及び下部電極のいずれか一方であり、超音波素子１０の第２の電極は、上部電極及び
下部電極のうちの第１の電極と異なる方の電極である。
【００６０】
　第ｊの超音波素子群ＵＧｊの第１端辺側ノードＮＡは、第ｊの第１端辺側端子ＸＡｊに
接続される。また、第ｊの超音波素子群ＵＧｊの第２端辺側ノードＮＢは、第ｊの第２端
辺側端子ＸＢｊに接続される。こうすることで、第ｊの超音波素子群ＵＧｊの各超音波素
子１０は、第ｊの第１端辺側端子ＸＡｊに供給される第１の駆動信号ＶＴＡｊと、第ｊの
第２端辺側端子ＸＢｊに供給される第２の駆動信号ＶＴＢｊとによって駆動される。
【００６１】
　本実施形態の超音波測定装置３０１では、位相走査（セクタースキャン）により超音波
の出射方向を変化させることができる。
【００６２】
　図４は、本実施形態の超音波測定装置３０１における位相走査を説明する図である。簡
単にするために、図４では４個の超音波素子群ＵＧ１～ＵＧ４について説明する。超音波
素子群ＵＧ１～ＵＧ４は、等間隔ｄで配置されている。そして供給される第１の駆動信号
ＶＴＡ１～ＶＴＡ４の位相はＶＴＡ１が最も早く、ＶＴＡ２、ＶＴＡ３、ＶＴＡ４の順に
所定の位相差だけ遅くなる。即ち、第１の駆動信号ＶＴＡ１～ＶＴＡ４は、ＶＴＡ１、Ｖ
ＴＡ２、ＶＴＡ３、ＶＴＡ４の順に所定の時間差Δｔを伴って供給される。同様に、第２
の駆動信号ＶＴＢ１～ＶＴＢ４は、ＶＴＢ１、ＶＴＢ２、ＶＴＢ３、ＶＴＢ４の順に所定
の時間差Δｔを伴って供給される。同一の超音波素子群（例えばＵＧ１）を駆動する第１
、第２の駆動信号（例えばＶＴＡ１、ＶＴＢ１）は同一位相であり、同一タイミングで供
給される。
【００６３】
　図４には、各超音波素子群ＵＧ１～ＵＧ４から放射された超音波の或る時刻における波
面Ｗ１～Ｗ４を示す。各超音波素子群から出射された超音波は合成されて、合成された超
音波の波面ＷＴを形成する。この波面ＷＴの放線方向ＤＴが合成された超音波の出射方向
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（ビーム方向）となる。ビーム方向ＤＴとアレイ面の法線方向との成す角度θｓは、
　　　　　　　ｓｉｎθｓ＝ｃ×Δｔ／ｄ　　　（１）
で与えられる。ここでｃは音速、Δｔは駆動信号の時間差、ｄは素子間隔である。
【００６４】
　このように位相走査、即ち各超音波素子群に供給する駆動信号の位相差（時間差）を変
化させることで、ビーム方向を変化させることができる。具体的には、例えば図２に示す
構成例では、第１の駆動信号ＶＴＡ１～ＶＴＡｎ及び第２の駆動信号ＶＴＢ１～ＶＴＢｎ
の各信号間の位相差（時間差）を変化させることで、ビーム方向を第１の方向Ｄ１に沿っ
て走査（スキャン）させることができる。即ち、第１の方向Ｄ１は位相走査のスキャン方
向であり、第２の方向Ｄ２はスライス方向である。
【００６５】
　図５は、本実施形態の超音波測定装置３０１における位相走査の場合の超音波の強度分
布（ビームプロファイル）を説明する第１の図である。図５では、簡単のために第１～第
６の超音波素子群ＵＧ１～ＵＧ６及び第１～第６のコモン電極線ＬＹ１～ＬＹ６から構成
される超音波素子アレイ１００について説明する。
【００６６】
　第１の駆動信号ＶＴＡ１～ＶＴＡ６は、ＶＴＡ６が最も早く、ＶＴＡ６からＶＴＡ１に
向かって一定の時間差で遅くなるように供給される。同様に、第２の駆動信号ＶＴＢ１～
ＶＴＢ６は、ＶＴＢ６が最も早く、ＶＴＢ６からＶＴＢ１に向かって一定の時間差で遅く
なるように供給される。但し、同一の超音波素子群（例えばＵＧ１）を駆動する第１、第
２の駆動信号（例えばＶＴＡ１、ＶＴＢ１）は同一タイミングで供給される。こうするこ
とで、上述した位相走査により、超音波の強度分布のピーク位置は第１の方向Ｄ１の反対
方向にシフトする。例えば図５に示すように、超音波の強度分布のピーク位置はＰＫ１、
ＰＫ２又はＰＫ３の位置になる。ピーク位置ＰＫ１、ＰＫ２、ＰＫ３について、以下に説
明する。
【００６７】
　上述したように、本実施形態の超音波測定装置３０１によれば、第１の駆動信号ＶＴＡ
１～ＶＴＡｎ及び第２の駆動信号ＶＴＢ１～ＶＴＢｎの少なくとも一方の振幅を可変に設
定することができる。即ち、第１の駆動信号ＶＴＡ１～ＶＴＡｎの振幅と第２の駆動信号
ＶＴＢ１～ＶＴＢｎの振幅との差を可変に設定することができる。以下の説明では、第１
の駆動信号ＶＴＡ１～ＶＴＡｎの振幅をＶＡとし、第２の駆動信号ＶＴＢ１～ＶＴＢｎの
振幅をＶＢとする。
【００６８】
　ＶＡ＞ＶＢである場合には、第１端辺側端子ＸＡ１～ＸＡ６に最も近い超音波素子１０
に印加される駆動電圧の振幅が最も大きくなり、反対に第２端辺側端子ＸＢ１～ＸＢ６に
最も近い超音波素子１０に印加される駆動電圧の振幅が最も小さくなる。例えば、図３（
Ａ）の場合では、超音波素子１０－８に印加される駆動電圧の振幅が最も大きく、超音波
素子１０－１に向かって印加される駆動電圧の振幅が徐々に小さくなる。従って、超音波
素子１０－８から出射される超音波強度が最も高く、超音波素子１０－１に向かって出射
される超音波強度が徐々に低くなる。従って、超音波の強度分布のピーク位置は第２の方
向Ｄ２にシフトする。例えば図５に示すように、超音波の強度分布のピーク位置はＰＫ１
になる。この場合の第２の方向Ｄ２に沿ったビームプロファイルは、例えばＢＰ１に示す
ものになる。
【００６９】
　ＶＡ＜ＶＢである場合には、第２端辺側端子ＸＢ１～ＸＢ６に最も近い超音波素子１０
に印加される駆動電圧の振幅が最も大きくなり、反対に第１端辺側端子ＸＡ１～ＸＡ６に
最も近い超音波素子１０に印加される駆動電圧の振幅が最も小さくなる。従って、上記と
は反対に超音波の強度分布のピーク位置は第２の方向Ｄ２の反対方向にシフトする。例え
ば図５に示すように、超音波の強度分布のピーク位置はＰＫ２になる。この場合の第２の
方向Ｄ２に沿ったビームプロファイルは、例えばＢＰ２に示すものになる。
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【００７０】
　ＶＡ＝ＶＢである場合には、各超音波素子１０に印加される駆動電圧の振幅は同じにな
るから、例えば図５に示すように、超音波の強度分布のピーク位置はＰＫ１とＰＫ２との
間の位置、例えばＰＫ３になる。この場合の第２の方向Ｄ２に沿ったビームプロファイル
は、例えばＢＰ３に示すものになる。
【００７１】
　図６は、位相走査の場合の超音波の強度分布（ビームプロファイル）を説明する第２の
図である。第１の駆動信号ＶＴＡ１～ＶＴＡ６及び第２の駆動信号ＶＴＢ１～ＶＴＢ６は
、同一のタイミングで、即ち位相差（時間差）が無く供給される。従って、各超音波素子
群から出射される超音波の位相は一致するから、超音波の強度分布のピーク位置は、例え
ば図６に示すように、ＰＫ１、ＰＫ２又はＰＫ３になる。
【００７２】
　図５の場合と同様に、第１の駆動信号ＶＴＡ１～ＶＴＡｎの振幅をＶＡとし、第２の駆
動信号ＶＴＢ１～ＶＴＢｎの振幅をＶＢとすると、ＶＡ＞ＶＢである場合には、超音波の
強度分布のピーク位置は例えばＰＫ１になる。この場合の第２の方向Ｄ２に沿ったビーム
プロファイルは、例えばＢＰ１に示すものになる。また、ＶＡ＜ＶＢである場合には、超
音波の強度分布のピーク位置は例えばＰＫ２になる。この場合の第２の方向Ｄ２に沿った
ビームプロファイルは、例えばＢＰ２に示すものになる。また、ＶＡ＝ＶＢである場合に
は、超音波の強度分布のピーク位置は例えばＰＫ３になる。この場合の第２の方向Ｄ２に
沿ったビームプロファイルは、例えばＢＰ３に示すものになる。
【００７３】
　図７は、位相走査の場合の超音波の強度分布（ビームプロファイル）を説明する第３の
図である。第１の駆動信号ＶＴＡ１～ＶＴＡ６は、ＶＴＡ１が最も早く、ＶＴＡ１からＶ
ＴＡ６に向かって一定の時間差で遅くなるように供給される。同様に、第２の駆動信号Ｖ
ＴＢ１～ＶＴＢ６は、ＶＴＢ１が最も早く、ＶＴＢ１からＶＴＢ６に向かって一定の時間
差で遅くなるように供給される。但し、同一の超音波素子群（例えばＵＧ１）を駆動する
第１、第２の駆動信号（例えばＶＴＡ１、ＶＴＢ１）は同一タイミングで供給される。こ
うすることで、上述した位相走査により、超音波の強度分布のピーク位置は第１の方向Ｄ
１にシフトする。例えば図７に示すように、超音波の強度分布のピーク位置はＰＫ１、Ｐ
Ｋ２又はＰＫ３の位置になる。
【００７４】
　図５、図６の場合と同様に、第１の駆動信号ＶＴＡ１～ＶＴＡｎの振幅をＶＡとし、第
２の駆動信号ＶＴＢ１～ＶＴＢｎの振幅をＶＢとすると、ＶＡ＞ＶＢである場合には、超
音波の強度分布のピーク位置は例えばＰＫ１になる。この場合の第２の方向Ｄ２に沿った
ビームプロファイルは、例えばＢＰ１に示すものになる。また、ＶＡ＜ＶＢである場合に
は、超音波の強度分布のピーク位置は例えばＰＫ２になる。この場合の第２の方向Ｄ２に
沿ったビームプロファイルは、例えばＢＰ２に示すものになる。また、ＶＡ＝ＶＢである
場合には、超音波の強度分布のピーク位置は例えばＰＫ３になる。この場合の第２の方向
Ｄ２に沿ったビームプロファイルは、例えばＢＰ３に示すものになる。
【００７５】
　図５、図６、図７から分かるように、位相走査の場合において、第１及び第２の送信回
路５１０、５２０の少なくとも一方は、第１の駆動信号ＶＴＡ１～ＶＴＡｎの振幅ＶＡと
第２の駆動信号ＶＴＢ１～ＶＴＢｎの振幅ＶＢとの差を変化させることで、超音波トラン
スデューサーデバイス２００から出射される超音波のビームのスキャン方向（例えば第１
の方向Ｄ１）に沿った面であるスキャン面の設定位置を変化させることができる。
【００７６】
　具体的には、第１及び第２の送信回路５１０、５２０の少なくとも一方は、第１の駆動
信号ＶＴＡ１～ＶＴＡｎの振幅を第２の駆動信号ＶＴＢ１～ＶＴＢｎの振幅より大きくす
ることで、スキャン面を例えば図５、図６、図７に示す第１の設定位置ＳＣ１に設定する
ことができる。また、第１及び第２の送信回路５１０、５２０の少なくとも一方は、第１
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の駆動信号ＶＴＡ１～ＶＴＡｎの振幅を第２の駆動信号ＶＴＢ１～ＶＴＢｎの振幅より小
さくすることで、スキャン面を例えば図５、図６、図７に示す第２の設定位置ＳＣ２に設
定することができる。また、第１及び第２の送信回路５１０、５２０の少なくとも一方は
、第１の駆動信号ＶＴＡ１～ＶＴＡｎの振幅と第２の駆動信号ＶＴＢ１～ＶＴＢｎの振幅
とを同一にすることで、スキャン面を例えば図５、図６、図７に示す第１の設定位置ＳＣ
１と第２の設定位置ＳＣ２との間の第３の設定位置ＳＣ３に設定することができる。
【００７７】
　本実施形態の超音波測定装置３０１では、リニアスキャンにより超音波の出射方向を変
化させることができる。
【００７８】
　図８は、本実施形態の超音波測定装置３０１におけるリニアスキャンの場合の超音波の
強度分布（ビームプロファイル）を説明する図である。図８では、簡単のために第１～第
１２の超音波素子群ＵＧ１～ＵＧ１２及び第１～第６のコモン電極線ＬＹ１～ＬＹ６から
構成される超音波素子アレイ１００について説明する。
【００７９】
　リニアスキャンの場合では、所定の領域（駆動対象領域）内にある超音波素子群を駆動
し、所定の領域外にある超音波素子群は駆動しない。そして駆動対象領域を例えば第１の
方向Ｄ１に沿って移動させることにより、超音波の強度分布のピーク位置を第１の方向Ｄ
１（スキャン方向）に沿ってスキャンさせることができる。
【００８０】
　図８において、例えば超音波素子群ＵＧ１～ＵＧ４を駆動対象とする時には、第１の送
信回路５１０が第１端辺側端子ＸＡ１～ＸＡ４に対して第１の駆動信号ＶＴＡ１～ＶＴＡ
４を供給し、第２の送信回路５２０が第２端辺側端子ＸＢ１～ＸＢ４に対して第２の駆動
信号ＶＴＢ１～ＶＴＢ４を供給する。この時の超音波の強度分布のピーク位置は、例えば
図８のＡ１に示すＰＫ１、ＰＫ２又はＰＫ３になる。
【００８１】
　第１の駆動信号ＶＴＡ１～ＶＴＡ４の振幅をＶＡとし、第２の駆動信号ＶＴＢ１～ＶＴ
Ｂ４の振幅をＶＢとすると、ＶＡ＞ＶＢである場合には、超音波の強度分布のピーク位置
は例えば図８のＡ１に示すＰＫ１になる。この場合の第２の方向Ｄ２に沿ったビームプロ
ファイルは、例えばＢＰ１に示すものになる。また、ＶＡ＜ＶＢである場合には、超音波
の強度分布のピーク位置は例えば図８のＡ１に示すＰＫ２になる。この場合の第２の方向
Ｄ２に沿ったビームプロファイルは、例えばＢＰ２に示すものになる。また、ＶＡ＝ＶＢ
である場合には、超音波の強度分布のピーク位置は例えば図８のＡ１に示すＰＫ３になる
。この場合の第２の方向Ｄ２に沿ったビームプロファイルは、例えばＢＰ３に示すものに
なる。
【００８２】
　また例えば超音波素子群ＵＧ５～ＵＧ８を駆動対象とする時には、第１の送信回路５１
０が第１端辺側端子ＸＡ５～ＸＡ８に対して第１の駆動信号ＶＴＡ５～ＶＴＡ８を供給し
、第２の送信回路５２０が第２端辺側端子ＸＢ５～ＸＢ８に対して第２の駆動信号ＶＴＢ
５～ＶＴＢ８を供給する。この時の超音波の強度分布のピーク位置は、例えば図８のＡ２
に示すＰＫ１、ＰＫ２又はＰＫ３になる。
【００８３】
　第１の駆動信号ＶＴＡ５～ＶＴＡ８の振幅をＶＡとし、第２の駆動信号ＶＴＢ５～ＶＴ
Ｂ８の振幅をＶＢとすると、ＶＡ＞ＶＢである場合には、超音波の強度分布のピーク位置
は例えば図８のＡ２に示すＰＫ１になる。この場合の第２の方向Ｄ２に沿ったビームプロ
ファイルは、例えばＢＰ１に示すものになる。また、ＶＡ＜ＶＢである場合には、超音波
の強度分布のピーク位置は例えば図８のＡ２に示すＰＫ２になる。この場合の第２の方向
Ｄ２に沿ったビームプロファイルは、例えばＢＰ２に示すものになる。また、ＶＡ＝ＶＢ
である場合には、超音波の強度分布のピーク位置は例えば図８のＡ２に示すＰＫ３になる
。この場合の第２の方向Ｄ２に沿ったビームプロファイルは、例えばＢＰ３に示すものに
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なる。
【００８４】
　また例えば超音波素子群ＵＧ９～ＵＧ１２を駆動対象とする時には、第１の送信回路５
１０が第１端辺側端子ＸＡ９～ＸＡ１２に対して第１の駆動信号ＶＴＡ９～ＶＴＡ１２を
供給し、第２の送信回路５２０が第２端辺側端子ＸＢ９～ＸＢ１２に対して第２の駆動信
号ＶＴＢ９～ＶＴＢ１２を供給する。この時の超音波の強度分布のピーク位置は、例えば
図８のＡ３に示すＰＫ１、ＰＫ２又はＰＫ３になる。
【００８５】
　第１の駆動信号ＶＴＡ９～ＶＴＡ１２の振幅をＶＡとし、第２の駆動信号ＶＴＢ９～Ｖ
ＴＢ１２の振幅をＶＢとすると、ＶＡ＞ＶＢである場合には、超音波の強度分布のピーク
位置は例えば図８のＡ３に示すＰＫ１になる。この場合の第２の方向Ｄ２に沿ったビーム
プロファイルは、例えばＢＰ１に示すものになる。また、ＶＡ＜ＶＢである場合には、超
音波の強度分布のピーク位置は例えば図８のＡ３に示すＰＫ２になる。この場合の第２の
方向Ｄ２に沿ったビームプロファイルは、例えばＢＰ２に示すものになる。また、ＶＡ＝
ＶＢである場合には、超音波の強度分布のピーク位置は例えば図８のＡ３に示すＰＫ３に
なる。この場合の第２の方向Ｄ２に沿ったビームプロファイルは、例えばＢＰ３に示すも
のになる。
【００８６】
　このようにリニアスキャンの場合においても、第１及び第２の送信回路５１０、５２０
の少なくとも一方は、第１の駆動信号ＶＴＡ１～ＶＴＡｎの振幅ＶＡと第２の駆動信号Ｖ
ＴＢ１～ＶＴＢｎの振幅ＶＢとの差を変化させることで、超音波トランスデューサーデバ
イス２００から出射される超音波のビームのスキャン方向（例えば第１の方向Ｄ１）に沿
った面であるスキャン面の設定位置を変化させることができる。
【００８７】
　具体的には、第１及び第２の送信回路５１０、５２０の少なくとも一方は、第１の駆動
信号ＶＴＡ１～ＶＴＡｎの振幅を第２の駆動信号ＶＴＢ１～ＶＴＢｎの振幅より大きくす
ることで、スキャン面を例えば図８に示す第１の設定位置ＳＣ１に設定することができる
。また、第１及び第２の送信回路５１０、５２０の少なくとも一方は、第１の駆動信号Ｖ
ＴＡ１～ＶＴＡｎの振幅を第２の駆動信号ＶＴＢ１～ＶＴＢｎの振幅より小さくすること
で、スキャン面を例えば図８に示す第２の設定位置ＳＣ２に設定することができる。また
、第１及び第２の送信回路５１０、５２０の少なくとも一方は、第１の駆動信号ＶＴＡ１
～ＶＴＡｎの振幅と第２の駆動信号ＶＴＢ１～ＶＴＢｎの振幅とを同一にすることで、ス
キャン面を例えば図８に示す第１の設定位置ＳＣ１と第２の設定位置ＳＣ２との間の第３
の設定位置ＳＣ３に設定することができる。
【００８８】
　図９に、本実施形態の第１、第２の送信回路５１０、５２０の第１の構成例を示す。第
１の送信回路５１０は、信号生成回路５１１、電圧選択回路５１２及び遅延回路５１３を
含む。また第２の送信回路５２０は、信号生成回路５２１、電圧選択回路５２２及び遅延
回路５２３を含む。なお、本実施形態の第１、第２の送信回路５１０、５２０は図９の構
成に限定されず、その構成要素の一部を省略したり、他の構成要素に置き換えたり、他の
構成要素を追加するなどの種々の変形実施が可能である。
【００８９】
　信号生成回路５１１は、例えばパルサー（パルス発生器）であって、正弦波パルス、矩
形波パルス、三角波パルスなどを出力する。
【００９０】
　電圧選択回路５１２は、信号生成回路５１１からのパルス信号を受けて、パルス信号の
振幅を規定する電圧を選択し、選択された電圧に基づく振幅を有するパルス信号を出力す
る。電圧選択回路５１２は、例えば抵抗素子及びスイッチ素子を含む抵抗分割回路により
構成することができる。パルス信号の振幅を規定する電圧は、例えば後述する送受信制御
部３３４（図１４）からの制御信号により選択される。
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【００９１】
　遅延回路５１３は、電圧選択回路５１２からのパルス信号を受けて、互いに所定の時間
差（位相差）を持つ第１の駆動信号ＶＴＡ１～ＶＴＡｎを第１端辺側端子ＸＡ１～ＸＡｎ
に対して出力する。所定の時間差（遅延時間）は、例えば後述する送受信制御部３３４（
図１４）からの制御信号により可変に設定される。こうすることで、第１の送信回路５１
０は、位相走査を行うための駆動信号を出力することができる。
【００９２】
　第２の送信回路５２０の信号生成回路５２１、電圧選択回路５２２及び遅延回路５２３
は、第１の送信回路５１０の信号生成回路５１１、電圧選択回路５１２及び遅延回路５１
３と同様であるから詳細な説明を省略する。なお、２つの信号生成回路５１１、５２１は
、１つの信号生成回路にまとめてもよい。２つの電圧選択回路５１２、５２２のうちのい
ずれか一方を省略してもよい。
【００９３】
　このように第１、第２の送信回路５１０、５２０の第１の構成例によれば、位相走査を
行う場合に、第１の駆動信号ＶＴＡ１～ＶＴＡｎ及び第２の駆動信号ＶＴＢ１～ＶＴＢｎ
の少なくとも一方の振幅を可変に設定することができる。
【００９４】
　図１０に、本実施形態の第１、第２の送信回路５１０、５２０の第２の構成例を示す。
第１の送信回路５１０は、信号生成回路５１１、電圧選択回路５１２及び列選択回路５１
４を含む。また第２の送信回路５２０は、信号生成回路５２１、電圧選択回路５２２及び
列選択回路５２４を含む。なお、本実施形態の第１、第２の送信回路５１０、５２０は図
１０の構成に限定されず、その構成要素の一部を省略したり、他の構成要素に置き換えた
り、他の構成要素を追加するなどの種々の変形実施が可能である。
【００９５】
　信号生成回路５１１及び電圧選択回路５１２は、上述した第１の構成例（図９）と同じ
であるから詳細な説明を省略する。
【００９６】
　列選択回路５１４は、電圧選択回路５１２からのパルス信号を受けて、第１端辺側端子
ＸＡ１～ＸＡｎのうちの複数の端子を選択し、選択された端子に対して第１の駆動信号を
出力する。例えば第１端辺側端子ＸＡ１～ＸＡ４が選択された場合には、第１端辺側端子
ＸＡ１～ＸＡ４に対して第１の駆動信号ＶＴＡ１～ＶＴＡ４を出力する。選択される端子
は、例えば後述する送受信制御部３３４（図１４）からの制御信号により可変に設定され
る。こうすることで、第１の送信回路５１０は、リニアスキャンを行うための駆動信号を
出力することができる。
【００９７】
　第２の送信回路５２０の信号生成回路５２１、電圧選択回路５２２及び列選択回路５２
４は、第１の送信回路５１０の信号生成回路５１１、電圧選択回路５１２及び列選択回路
５１４と同様であるから詳細な説明を省略する。なお、２つの信号生成回路５１１、５２
１は、１つの信号生成回路にまとめてもよい。２つの電圧選択回路５１２、５２２のうち
のいずれか一方を省略してもよい。
【００９８】
　このように第１、第２の送信回路５１０、５２０の第２の構成例によれば、リニアスキ
ャンを行う場合に、第１の駆動信号ＶＴＡ１～ＶＴＡｎ及び第２の駆動信号ＶＴＢ１～Ｖ
ＴＢｎの少なくとも一方の振幅を可変に設定することができる。
【００９９】
　図１１に、本実施形態の超音波測定装置３０１の第２の構成例を示す。超音波測定装置
３０１の第２の構成例は、超音波トランスデューサーデバイス２００、第１の送信回路５
１０、第２の送信回路５２０及びコモン電圧生成回路５３０を含む。超音波トランスデュ
ーサーデバイス２００は、超音波素子アレイ１００、第１～第ｎ（ｎは２以上の整数）の
第１端辺側端子ＸＡ１～ＸＡｎ、第１～第ｎの第２端辺側端子ＸＢ１～ＸＢｎ及び第１～
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第ｍ（ｍは２以上の整数）のコモン電圧端子Ｙ１～Ｙｍを含む。図１１では、例としてｍ
＝８の場合を示す。なお、本実施形態の超音波測定装置３０１は図１１の構成に限定され
ず、その構成要素の一部を省略したり、他の構成要素に置き換えたり、他の構成要素を追
加するなどの種々の変形実施が可能である。
【０１００】
　超音波素子アレイ１００、第１の送信回路５１０、第２の送信回路５２０については、
上述した超音波測定装置３０１の第１の構成例（図２）と同じであるから、詳細な説明を
省略する。
【０１０１】
　コモン電圧生成回路５３０は、第１～第８（広義には第１～第ｍ）のコモン電圧端子Ｙ
１～Ｙ８に対して、互いに異なる電圧の第１～第８（広義には第１～第ｍ）のコモン電圧
ＶＣ１～ＶＣ８を出力する。第１～第８のコモン電圧端子Ｙ１～Ｙ８は、第１～第８のコ
モン電極線ＬＹ１～ＬＹ８の一端と接続される。こうすることで、超音波素子群ＵＧ１～
ＵＧｎの各超音波素子群が有する超音波素子１０に対して第１～第８のコモン電圧ＶＣ１
～ＶＣ８のいずれかが供給される。第１～第８のコモン電圧ＶＣ１～ＶＣ８は、例えばＶ
Ｃ１＞ＶＣ２＞ＶＣ３＞・・・＞ＶＣ８であり、或いはＶＣ１＜ＶＣ２＜ＶＣ３＜・・・
＜ＶＣ８である。
【０１０２】
　具体的には、例えば図３（Ａ）に示す第ｊの超音波素子群ＵＧｊの場合では、超音波素
子１０－１には第１のコモン電圧ＶＣ１が供給され、超音波素子１０－２には第２のコモ
ン電圧ＶＣ２が供給され、超音波素子１０－８には第８のコモン電圧ＶＣ８が供給される
。例えばＶＣ１＞ＶＣ２＞ＶＣ３＞・・・＞ＶＣ８である場合には、超音波素子１０－１
に供給されるコモン電圧ＶＣ１が最も高く、超音波素子１０－８に向かってコモン電圧は
徐々に低くなる。反対に、ＶＣ１＜ＶＣ２＜ＶＣ３＜・・・＜ＶＣ８である場合には、超
音波素子１０－１に供給されるコモン電圧ＶＣ１が最も低く、超音波素子１０－８に向か
ってコモン電圧は徐々に高くなる。
【０１０３】
　図１２に、超音波素子に印加される電圧（印加電圧）と超音波素子の変位量との関係の
一例を示す。横軸は印加電圧であり、縦軸は変位量である。図１２に示すように、印加電
圧と変位量の関係は非線形である。以下の説明では、第ｊの超音波素子群ＵＧｊに供給さ
れる第１の駆動信号ＶＴＡｊと第２の駆動信号ＶＴＢｊとは同一の振幅をもつ信号である
とし、簡単に駆動信号ＶＤＲと表記する。
【０１０４】
　超音波素子１０の圧電体膜３０に印加される電圧（印加電圧）は、駆動信号電圧ＶＤＲ
とコモン電圧ＶＣとの差ＶＤＲ－ＶＣであるから、ＶＤＲが同一であってもＶＣが異なれ
ば印加電圧が異なる。駆動信号ＶＤＲは所定の周波数で電圧が変化する信号（交流成分を
もつ信号）であり、例えば交流成分が正弦波である場合には、ＶＤＲは時間ｔの関数とし
て次式で与えられる。
【０１０５】
　　　　　　　　　ＶＤＲ＝ＶＸ×ｓｉｎωｔ＋ＶＤ　　　（２）
ここでＶＸは交流成分の電圧振幅、ωは交流成分の角周波数、ＶＤは直流成分の電圧であ
る。
【０１０６】
　（２）式のＶＤＲがそれぞれに供給され、互いに電圧が異なるコモン電圧ＶＣ１、ＶＣ
２、ＶＣ３が供給される３個の超音波素子１０－１、１０－２、１０－３を考える。超音
波素子１０－１、１０－２、１０－３の印加電圧ＶＥ１、ＶＥ２、ＶＥ３は、次式で表さ
れる。
【０１０７】
　　　ＶＥ１＝ＶＤＲ－ＶＣ１＝ＶＸ×ｓｉｎωｔ＋ＶＤ－ＶＣ１　　（３）
　　　ＶＥ２＝ＶＤＲ－ＶＣ２＝ＶＸ×ｓｉｎωｔ＋ＶＤ－ＶＣ２　　（４）
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　　　ＶＥ３＝ＶＤＲ－ＶＣ３＝ＶＸ×ｓｉｎωｔ＋ＶＤ－ＶＣ３　　（５）
　ＶＣ１＞ＶＣ２＞ＶＣ３である場合には、各印加電圧の直流成分は次のような関係にな
る。
【０１０８】
　　　ＶＤ－ＶＣ１＜ＶＤ－ＶＣ２＜ＶＤ－ＶＣ３　　　（６）
　従って、印加電圧ＶＥ１、ＶＥ２、ＶＥ３は、図１２に示すように、それぞれの直流成
分ＶＤ－ＶＣ１、ＶＤ－ＶＣ２、ＶＤ－ＶＣ３を中心に±ＶＸの範囲で変化する。印加電
圧と変位量の関係が非線形であるために、ＶＥ１、ＶＥ２、ＶＥ３に対応する変位量をＤ
Ｘ１、ＤＸ２、ＤＸ３とすると、ＤＸ１＞ＤＸ２＞ＤＸ３となる。即ち、超音波素子１０
－１の変位量が最も大きく、超音波素子１０－１から超音波素子１０－３に向かって変位
量が減少する。従って、超音波素子１０－１から出射される超音波の強度が最も大きく、
超音波素子１０－１から超音波素子１０－３に向かって、出射される超音波の強度が減少
する。その結果、出射される超音波の強度分布のピーク位置をシフトさせることができる
。
【０１０９】
　超音波測定装置３０１の第２の構成例によれば、例えば図５、図６、図７の位相走査に
おいて、第１の駆動信号ＶＴＡ１～ＶＴＡ６と第２の駆動信号ＶＴＢ１～ＶＴＢ６との振
幅が同じ場合であっても、第１～第６のコモン電極線ＬＹ１～ＬＹ６に供給されるコモン
電圧ＶＣ１～ＶＣ６をＶＣ１＜ＶＣ２＜・・・＜ＶＣ６とすることで、超音波の強度分布
のピーク位置をＰＫ１に設定することができる。また、コモン電圧ＶＣ１～ＶＣ６をＶＣ
１＞ＶＣ２＞・・・＞ＶＣ６とすることで、超音波の強度分布のピーク位置をＰＫ２に設
定することができる。また、コモン電圧ＶＣ１～ＶＣ６をＶＣ１＝ＶＣ２＝・・・＝ＶＣ
６とすることで、超音波の強度分布のピーク位置をＰＫ３に設定することができる。即ち
、コモン電圧ＶＣ１～ＶＣ６を上記のように設定することで、スキャン面を第１、第２又
は第３の設定位置ＳＣ１、ＳＣ２、ＳＣ３に設定することができる。
【０１１０】
　さらに図８のリニアスキャンにおいても、第１の駆動信号ＶＴＡ１～ＶＴＡ６と第２の
駆動信号ＶＴＢ１～ＶＴＢ６との振幅が同じ場合であっても、コモン電圧ＶＣ１～ＶＣ６
を上記のように設定することで、スキャン面を第１、第２又は第３の設定位置ＳＣ１、Ｓ
Ｃ２、ＳＣ３に設定することができる。
【０１１１】
　このように本実施形態の超音波測定装置３０１の第２の構成例（図１１）によれば、第
１、第２の送信回路５１０、５２０により、第１の駆動信号の振幅ＶＴＡ１～ＶＴＡｎと
第２の駆動信号ＶＴＢ１～ＶＴＢｎの振幅との差を変化させることで、スキャン面の設定
位置を変化させることができる。さらにコモン電圧生成回路５３０により、互いに異なる
電圧のコモン電圧ＶＣ１～ＶＣｍを供給することで、スキャン面の設定位置を変化させる
ことができる。その結果、スキャン面の設定位置をより広い範囲で可変に設定することが
可能になる。
【０１１２】
　図１３に、本実施形態の超音波測定装置３０１の実装例を示す。図１３に示す実装例は
、図２に示した超音波測定装置３０１の第１の構成例に対応する。図１３に示す超音波測
定装置３０１は、超音波トランスデューサーデバイス２００、接続部２１０及び支持部材
２５０を含む。なお、本実施形態の超音波測定装置３０１は図１３の構成に限定されず、
その構成要素の一部を省略したり、他の構成要素に置き換えたり、他の構成要素を追加す
るなどの種々の変形実施が可能である。
【０１１３】
　超音波トランスデューサーデバイス２００は、超音波素子アレイ１００、第１端辺側端
子ＸＡ１～ＸＡｎ、第２端辺側端子ＸＢ１～ＸＢｎ及びコモン電圧端子ＣＯＭを含む。超
音波トランスデューサーデバイス２００については、既に図２において説明したので、こ
こでは詳細な説明を省略する。
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【０１１４】
　接続部２１０は、プローブ本体と超音波測定装置３０１とを電気的に接続するものであ
って、複数の接続端子を有するコネクターと、コネクターと超音波トランスデューサーデ
バイス２００とを接続する配線が形成されるフレキシブル基板とを有する。具体的には、
接続部２１０は、コネクターとして第１のコネクター４２１及び第２のコネクター４２２
を有し、フレキシブル基板として第１のフレキシブル基板１３０及び第２のフレキシブル
基板１４０を有する。
【０１１５】
　第１の送信回路５１０は、第１のフレキシブル基板１３０に実装される。第１のフレキ
シブル基板１３０が第１～第ｎの第１端辺側端子ＸＡ１～ＸＡｎに電気的に接続されるこ
とで、第１の送信回路５１０と超音波トランスデューサーデバイス２００とが電気的に接
続される。また、第１の送信回路５１０は、第１のコネクター４２１を介して、後述する
処理装置３３０（図１４）と電気的に接続される。
【０１１６】
　第２の送信回路は、第２のフレキシブル基板１４０に実装される。第２のフレキシブル
基板１４０が第１～第ｎの第２端辺側端子ＸＢ１～ＸＢｎに電気的に接続されることで、
第２の送信回路５２０と超音波トランスデューサーデバイス２００とが電気的に接続され
る。また、第２の送信回路５２０は、第２のコネクター４２２を介して、後述する処理装
置３３０（図１４）と電気的に接続される。
【０１１７】
　支持部材２５０は、超音波トランスデューサーデバイス２００を支持する部材であって
、支持部材２５０の第１の面側に第１、第２のコネクター４２１、４２２が設けられ、支
持部材２５０の第１の面の裏面である第２の面側に超音波トランスデューサーデバイス２
００が支持される。
【０１１８】
　図１３に示す超音波測定装置３０１は、後述するプローブヘッド３１０（図１５（Ｃ）
）に格納することができる。この場合に、第１、第２のフレキシブル基板１３０、１４０
を超音波出射方向の反対方向側に屈曲させて格納することができる。
【０１１９】
　接続部２１０を設けることで、プローブ本体と超音波測定装置３０１とを電気的に接続
することができ、さらに超音波測定装置３０１をプローブ本体に脱着可能にすることがで
きる。また、第１、第２の送信回路５１０、５２０を第１、第２のフレキシブル基板１３
０、１４０に実装することで、超音波測定装置３０１を小型化することができる。
【０１２０】
　以上説明したように、本実施形態の超音波測定装置３０１によれば、超音波トランスデ
ューサーデバイス２００から出射される超音波のビームのスキャン方向に沿った面である
スキャン面の設定位置を変化させることができる。こうすることで、例えばスライス方向
に沿って複数のスキャン面を設定して、各スキャン面に沿って超音波ビームを走査するこ
とにより、複数の断面画像を得ることができる。その結果、簡素な構成で効率的な走査が
できる超音波測定装置３０１を実現することなどが可能になる。
【０１２１】
　３．プローブヘッド、超音波プローブ、電子機器及び超音波診断装置
　図１４に、本実施形態の電子機器（超音波診断装置）４００の基本的な構成例を示す。
超音波診断装置４００は、超音波プローブ３００、超音波診断装置本体４０１を含む。超
音波プローブ３００は、プローブヘッド３１０、処理装置３３０を含む。超音波診断装置
本体４０１は、制御部４１０、処理部４２０、ユーザーインターフェース部（ＵＩ部）４
３０、表示部４４０を含む。
【０１２２】
　プローブヘッド３１０は、超音波測定装置３０１を含む。超音波測定装置３０１は、超
音波トランスデューサーデバイス２００と、超音波トランスデューサーデバイス２００を
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回路基板（例えばリジッド基板）に接続する接続部２１０（コネクター部）とを含む。回
路基板には、送受信制御部３３４、受信部３３５が実装されている。接続部２１０には、
第１、第２の送信回路５１０、５２０が実装されている。
【０１２３】
　処理装置３３０は、送受信制御部３３４、受信部３３５（アナログフロントエンド部）
を含む。超音波を送信する場合には、送受信制御部３３４が第１、第２の送信回路５１０
、５２０に対して送信指示を行い、第１、第２の送信回路５１０、５２０がその送信指示
を受けて第１、第２の駆動信号を出力する。受信部３３５は不図示のリミッター回路を有
しており、そのリミッター回路が駆動電圧を遮断する。超音波の反射波を受信する場合に
は、超音波トランスデューサーデバイス２００により検出された反射波の信号を受信部３
３５が受信する。受信部３３５は、送受信制御部３３４からの受信指示に基づいて、反射
波の信号を処理（例えば増幅処理や、Ａ／Ｄ変換処理等）し、処理後の信号を処理部４２
０に送信する。処理部４２０は、その信号に基づいて表示用画像データを生成し、表示部
４４０に表示させる。
【０１２４】
　なお、本実施形態の超音波測定装置３０１は、上記のような医療用の超音波診断装置に
限らず、種々の電子機器に適用可能である。例えば、本実施形態の超音波測定装置３０１
が適用された電子機器として、建築物等の内部を非破壊検査する診断機器や、ユーザーの
指の動きを超音波の反射により検出するユーザーインターフェース機器等が想定される。
【０１２５】
　図１５（Ａ）、図１５（Ｂ）に、本実施形態の超音波診断装置４００の具体的な構成例
を示す。図１５（Ａ）は携帯型の超音波診断装置４００を示し、図１５（Ｂ）は据置型の
超音波診断装置４００を示す。
【０１２６】
　携帯型及び据置型の超音波診断装置４００は共に、超音波プローブ３００、ケーブル３
５０及び超音波診断装置本体４０１を含む。超音波プローブ３００は、ケーブル３５０に
より超音波診断装置本体４０１に接続される。超音波診断装置本体４０１は表示用画像デ
ータを表示する表示部４４０を含む。
【０１２７】
　図１５（Ｃ）に、本実施形態の超音波プローブ３００の具体的な構成例を示す。超音波
プローブ３００はプローブヘッド３１０及びプローブ本体３２０を含み、図１５（Ｃ）に
示すように、プローブヘッド３１０はプローブ本体３２０と脱着可能である。
【０１２８】
　プローブヘッド３１０は、超音波測定装置３０１、プローブ筐体２４０、プローブヘッ
ド側コネクター４２５を含む。超音波測定装置３０１は、超音波トランスデューサーデバ
イス２００、接続部２１０、支持部材２５０を含む。
【０１２９】
　プローブ本体３２０は、処理装置３３０及びプローブ本体側コネクター４２６を含む。
プローブ本体側コネクター４２６は、プローブヘッド側コネクター４２５と接続される。
プローブ本体３２０は、ケーブル３５０により超音波診断装置本体４０１に接続される。
【０１３０】
　なお、以上のように本実施形態について詳細に説明したが、本発明の新規事項および効
果から実体的に逸脱しない多くの変形が可能であることは当業者には容易に理解できるで
あろう。従って、このような変形例はすべて本発明の範囲に含まれるものとする。例えば
、明細書又は図面において、少なくとも一度、より広義または同義な異なる用語と共に記
載された用語は、明細書又は図面のいかなる箇所においても、その異なる用語に置き換え
ることができる。また超音波測定装置、プローブヘッド、超音波プローブ、電子機器及び
超音波診断装置の構成、動作も本実施形態で説明したものに限定されず、種々の変形実施
が可能である。
【符号の説明】
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【０１３１】
１０　超音波トランスデューサー素子（超音波素子）、
２１　第１電極層（下部電極）、２２　第２電極層（上部電極）、
３０　圧電体膜（圧電体層）、４０　空洞領域、４５　開口、５０　振動膜、
６０　基板、１００　超音波素子アレイ、１３０　第１のフレキシブル基板、
１４０　第２のフレキシブル基板、２００　超音波トランスデューサーデバイス、
２１０　接続部、２４０　プローブ筐体、２５０　支持部材、
３００　超音波プローブ、３０１　超音波測定装置、３１０　プローブヘッド、
３２０　プローブ本体、３３０　処理装置、３３４　送受信制御部、３３５　受信部、
３５０　ケーブル、４００　電子機器（超音波診断装置）、
４０１　電子機器本体（超音波診断装置本体）、４１０　制御部、４２０　処理部、
４２１、４２２　コネクター、４２５　ヘッドユニット側コネクター、
４２６　プローブ本体側コネクター、４３０　ユーザーインターフェース部、
４４０　表示部、５１０　第１の送信回路、５２０　第２の送信回路、
ＸＡ１～ＸＡｎ　第１端辺側端子、ＸＢ１～ＸＢｎ　第２端辺側端子、
ＶＴＡ１～ＶＴＡｎ　第１の駆動信号、ＶＴＢ１～ＶＴＢｎ　第２の駆動信号

【図１】 【図２】
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